
梅屋	 マイナンバー制度が無事ス

タートしました。これ程大がかりな

制度としては、驚くほど落ち着いた

スタートになりました。

向井	 混乱は予想よりはるかに少な

かったと思います。特に、企業サイ

ドが十分に準備していた印象があり

ます。今のところ、順調に対応が進

みつつあります。

梅屋	 企業が準備をする中で役所に

出した質問や要望に対して、行政も

いろいろ対応していただいた結果、

制度上の盲点を全部つぶすことがで

きたように感じます。

　一方で、新しい制度が導入される

といって大騒ぎしたわりには、使用

できるのはまずは主に税と社会保険

だけで、「肩すかしを食った」とい

う感想も聞かれます。

向井	 確かに、見た目は、税金をと

られるだけの話に見えます。マイナ

ンバーの狙いの一つは、行政手法を

いろいろ作れるところにあります。

そこが見えてくると、マイナンバー

の意味がわかってくるのではないか

と思います。

梅屋	 そういった意味では、3月に

順調に滑りだした
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けではないという問題があります。

相続されて変更登記がなされていな

い例も多くみられ、マイナンバーが

付けられることで既に亡くなった人

の資産が山のように出てくると思い

ます。

　とはいえ、固定資産についても将

来的には金融資産と同じ方向に向か

うと思います。

　これから先、超高齢化で社会保障

の給付が急速に増える一方で、保険

料を払う人は減っていきますので、

給付と負担の緊張関係はますます厳

しくなります。結局、所得や資産の

ある人にできるだけ負担してもらう

方向に行かざるを得ません。ですか

ら、その基準となる所得や資産の把

握は、100％とは言いませんが、

「公平だから仕方ない」とみんなが

思えるような水準にもっていかない

といけないわけです。

梅屋	 納得感を得るためにも、透明

性を確保することが不可欠というこ

とですね。

　早晩、金融機関が取り扱う商品に

基本すべてマイナンバーがつくとな

ると、次のわれわれの関心は「相続

をどうするか」だと思います。

向井	 相続については、まず戸籍に

マイナンバーを紐付ける必要があり

ます。今は法律上できませんが、マ

イナンバー法には3年後の見直し規

定があるので、法務省には地道に検

討会を開いてもらっています。

　われわれは当初、マイナポータル

のワンストップサービスとして「引

越ワンストップ」、「死亡ワンストッ

プ」、「子育てワンストップ」などを

考えたのですが、難易度が一番高い

のは死亡ワンストップでした。

に面倒だと聞いていました。ですか

ら今回のタスクフォースでは、保育

サービスの利用者と企業の両方から

課題を掘り起こし、問題提起してい

きたいと考えています。

梅屋	 マイナンバーが金融機関に与

える影響について伺いたいと思いま

す。まず金融資産に対するマイナン

バーの付番は今後どうなっていくの

でしょう。

向井	 預金については2018年以

降順次付番されることになっていま

す。銀行の窓口でマイナンバーを提

供するかどうかはまずは任意です

が、国会答弁でもありましたよう

に、将来的にはすべての預金に付番

することを目指しています。

　ただ実施するにあたって、新規口

座は比較的簡単なのですが、既に作

られた口座すべてに付番するのは非

常に難しくて、何年かかるかわかり

ません。最終的には「マイナンバー

がないと引き出せない」というとこ

ろまでやらないといけないかもしれ

ません。

梅屋	 有価証券や保険も含めて、す

べての金融商品の契約についてマイ

ナンバーで把握していく方向なので

しょうか。

向井	 そういうことになると思い

ます。

梅屋	 不動産についてはどうです

か。固定資産への付番という大きく

立ちはだかる山があります。

向井	 確かに、固定資産税は、必ず

しも登記上の所有者が払っているわ

立ち上げた「子育てワンストップ検

討タスクフォース」もその一環です

ね。マイナンバー制度を活用して、

子育てに関する行政手続きをワンス

トップで行えるようにする話は、生

活に密着していてメリットの感じや

すい分野だと思いました。

向井	 タスクフォースを立ち上げ

るまでに1年ほどかかりました。当

初、厚労省や内閣府は前向きではあ

りませんでした。厚労省は「子育て

の手続きは対面でもなかなか来てく

れないから、ITは無理」とのスタ

ンスでした。そこを、「むしろITを

使ったほうがよいのではないか」と

説得してきました。

　まずは、子育てについて具体的に

どのような需要があるのかを知りた

いと思っています。タスクフォース

のメンバーも、現場で子育て支援を

行っているNPOなど需要サイドの

人たちに入ってもらっています。

　実は私自身は、今の役所の子育て

対策にかなり不満を持っています。

上から目線を感じるんです。

梅屋	 福祉の世界ですね。

向井	 子育て支援の質・量の向上を

目指した新しい保育制度も、保険で

はないため権利性がありません。そ

れが上から目線になってしまうのだ

と思います。そこで、制度の大枠は

変えられませんが、利用者の子育て

支援サービスへのアクセスの仕方を

変えてはどうか、ということで今回

の話を仕掛けたわけです。

　一方、企業サイドでは保育所に対

して勤務証明を発行する事務が発生

しています。大企業だと何千件も発

行しないといけないのですが、勤務

証明は自治体ごとにまちまちで非常

金融機関に対する
インパクト
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　死亡ワンストップとは、親が死ん

だ時になるべくワンストップで手続

きを完結させるということです。相

続の際に休眠口座や未払いの生命保

険ができてしまうのは、親が何を

持っているか子供が把握していない

からです。そこで、そういった情報

を知らせるような仕組みをつくりた

いわけです。この問題の解決には

10年、20年かかるかもしれません

が、旗は掲げ続けたいと思います。

梅屋	 法定相続人が自動的にわかる

仕掛けができれば、金融機関の業務

手順にも大きなインパクトを与える

と思います。

向井	 是非、金融機関の方々には、

どうすれば相続の事務がスムーズに

行くか提案いただけるとありがたい

です。他のワンストップについて

も、これぞという提案がありました

ら、ぜひ社会保障改革担当室に連絡

いただけるとうれしいです。

梅屋	 マイナンバー制度に期待する

効果に、今まで手作業で処理してき

た事務をIT化する動きが加速し、

効率化につながるということがあり

ますね。

向井	 マイナンバー制度には官民両

ら安全だ」と説明すると、「いや、

会社がしっかり管理しているのはわ

かる。でも、そのデータを役所に提

出するんでしょ。役所がちゃんと管

理しているか、会社は責任取れます

か？」と言われるそうです。

　こういった反応はデータ漏えいの

報道がたくさん流されたためだと思

いますが、行政のデータ管理に対し

て国民に強い不安感があるのは確か

です。ですからマイナンバーの安全

性をきちんと説明するのは意味のあ

ることだと思います。さもないと

せっかく作った仕組みなのに、多く

の人が使わないで済ませようとする

かもしれません。

向井	 マイナンバーについては、マ

イナポータルを通じて、国や自治体

がいつ誰と自分のマイナンバー付き

の情報をやりとりしたのか、役所が

それぞれ自分のどんな情報を持って

いるか、見られるようになります。

観衆の目にさらすことで安心感を高

めたいと思っています。また、それ

は不正利用を防止するけん制効果も

あると思います。

梅屋	 マイナンバーカード（個人番

号カード）の今後の普及については

どのように見込んでいますか。

向井	 現在、1,000万枚弱の申請

がありますが、これは低い予想と高

い予想のちょうど真ん中くらいで

す。来年の3月までは3,000万枚

分の発行を見込んだ予算を組んでい

ます。足りなくなった場合には、予

算の手当てをして、カードの普及を

方のIT化を一層推進させる効果が

あると思います。特にIT化の遅れ

ていた役所への影響は大きいです。

梅屋	 私も自治体への影響が非常に

大きいと思っています。

　これまで企業がIT化できなかっ

たかなりの部分は、行政に紙で提出

するよう求められていたところで

す。しかも、自治体によって求める

ものが微妙に違っているので、個別

対応しなければなりませんでした。

　企業にとって、マイナンバー制度

の厳しいルールに手作業で対応する

のはリスクが高く、これを機にIT

化したいというニーズがあります。

ですから、行政のIT化が進むこと

は、「願ったりかなったり」と言え

ます。

向井	 本来、税については自治体ご

とに異なっている必要は全くありま

せん。福祉についても、地方の独自性

はあるでしょうが、書類を統一する

ことは可能なはずです。先ほどでて

きた保育の勤務証明書も同様です。

梅屋	 もしこれを機に自治体間で

フォーマットを合わせてもらえれば

企業側が楽になるのはもちろんのこ

と、受ける側の役所も楽になります。

向井	 双方向にIT化されるわけで

すから楽になると思います。「IT化

する」と言うとすぐ「ハッキングさ

れたらどうする」という反応があり

ますが、紙だったら盗まれた時に何

をされたかもわかりません。

梅屋	 余談ですが、企業からの質問

で必ず出てくるのが、「従業員から

マイナンバーを預けたくないと言わ

れる」という問題です。会社が「う

ちのシステムは、こうやって管理し

て、こういうふうに対応しているか

官民のIT化を
促進する効果も

マイナンバー制度の
今後の展開
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促進していきたいと思っています。

カード交付システムの不具合につい

ては、システム改修がだいたい終わ

りました。今のところ実際に交付

したのは200万枚ぐらいですが、

800万枚についても、目処が立ち

始めています。

　そして総務省では第2弾のカード

の普及策としてマイキープラット

フォーム構想を打ち出しています。

マイナンバーカードにはマイキー

部分といって、ICチップの空きス

ペースと公的個人認証の機能がつい

ており、民間でも活用できるように

なっています。例えば、ネットバン

キングやコンビニバンキングの事業

者からは早晩、マイナンバーカード

にキャッシュカードの機能をもたせ

ATMに読み取らせるという話が出

てくるでしょう。また、コンビニの

複合機とATMを組み合わせること

で、もっとさまざまなソリューショ

ンが可能になると思います。

　面白い例としては、マイナンバー

カードをコンサートのチケット代わ

りにすることもできます。今、人気

アイドルのコンサートでは、チケッ

トを転売できないように入場時に本

人確認してチケットを渡すケースも

あります。チケットをマイナンバー

カードにすることで、一挙に解決で

きます。同じように、東京オリン

ピックの入場券としての利用の話も

出ています。

　それともう1つ、厚労省では

2018年をめどにマイナンバーカー

ドを健康保険証代わりにできるよう

にするという話があります。これも

普及に大きく貢献すると思います。

梅屋	 すべての医療機関や薬局にマ

し、そこに法人番号を活用しようと

いう話もあります。

向井	 その場合、個人の課税事業

者の扱いが問題になり、「マイナン

バーとは異なる個人の課税事業者番

号が必要」という話が出てくると思

います。この件については各省の調

整が必要ですが、恐らく国税庁が受

けることになると思っています。

「個人の課税事業者とは何ぞや」と

考えた場合、事業収入の額でしか識

別できないため、結局、税務署しか

把握できないからです。

梅屋	 法人番号と同様の性格の個人

の課税事業者番号ができると個人事

業主の透明性が非常に高まります。

向井	 確かに預金を全部把握された

ら、あとは現金商売しか隠しようが

ありません。

　それに、個人事業で成功すると多

くは法人化します。欧米は個人事業

主がほとんどおらず、みんな法人化

していますが、日本も欧米並みに減

る可能性があります。そうすればク

ロヨン・トーゴーサンといった所得

捕捉率の不公平は是正されていくで

しょう。

梅屋	 不公平の是正によって国民の

今後の税負担が軽減されるといいで

すね。

　本日は貴重なお話をありがとうご

ざいました。	 	 （文中敬称略）

イナンバーカードのリーダーが置い

てあって、そこにかざすと保険の確

認ができるわけですね。

向井	 そうです。病院によっては受

診カードの代わりにもなります。

　こういうことを見越せば、そう遠

くない将来に、マイナンバーカー

ドの普及率は50％を超えるでしょ

う。50％を超えればあとは自然に

増えていくと思います。

梅屋	 今回のマイナンバー制度の仕

組みは副次的効果が大きいですね。

一つのサービスがきっかけとなっ

て、他のサービスを生むといった形

でどんどんいろいろな分野に広がっ

ていくように感じます。

向井	 マイナンバー制度は、内在的

にマルチ番号になっているので、連

携する側は自由に番号を振ることが

できます。ですから、マイナンバー

制度に乗っかって、いろいろな制度

をつくることができます。

　その中でも大きいのは、公的個人

認証だと思います。日本のITで一

番困るのは自分が誰であるかを証明

する手段が今のところないことで

す。民間認証のようなものはいくつ

か出てきていますが、マイナンバー

カードを用いた公的個人認証サービ

スを行政機関だけでなく民間に開放

したのは画期的だと思います。とり

わけ、民間事業者にとって、顧客の

提出する電子証明書を利用していつ

でも現住所を確認できるのは大きい

と思います。

梅屋	 最後に、法人番号の利活用に

ついて聞かせてください。消費税率

の10%への移行時に軽減税率制度

が導入されますが、軽減税率制度の

導入に当たりインボイス制度を導入
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